この原稿は昭和堂が発行している『農業と経済』の2003年6月号（pp.43-52）で発表したものです。
アジアのコメ需給と食料安全保障

『農業と経済』

伊東正一

鳥取大学教授

2003年4月16日

3年連続の世界のコメ減産

　世界の9割を占めるアジアの稲作に近年大きな変化が起きている。アジアのコメ生産は1999年に3億7千万トン（精米換算）という史上最高の生産量を遂げ、世界の生産量も初めて4億トンを超えた(図1)。しかし、その後は、3年連続で減産となり、2002年産米はアジアの生産量は3億4千万トンで、3年前に比べ7.3%の減少となった。世界の総生産量も昨年は3億8千万トンで、同じく7%減少となっている。このように3年連続で、しかも大幅に減少したことは過去には珍しく、異例の事態となっている。この減産の原因はなんと言っても市場価格の下落である。

[image: image1.wmf]図１　アジア及び世界におけるコメの生産量の推移
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(千ﾄﾝ, 精米換算)


コメの国際価格は近年は史上最低のところまで落ち込んでいる。国際価格として代表的なのがバンコクの「100%B」(長粒種の精米で、砕米率がゼロの精米)である。このコメ1トンあたりの価格は2000年4月には170ドルまで値下がりした（図2）。その後、不安定ながらも回復をみせ、2003年4月の段階で200ドルとなっている(USDA: Rice Outlook, April 2003)。ただ、1990年代には200ドルを下回ったことがわずかに一ヶ月しかなく、また、1990年代半ばには350ドルを上回っていたとを考えると、まさに驚きである。

また、アメリカの市場価格も国際価格にほぼ連動しているが、もみ100ポンド(約45kg)当たりでは、近年の最高であった1996年産の10ドルをピークに下降を続け、2002年産までの6年連続の下落となっている(図3)。ちなみに2002年産の農家価格は4.10ドル（WASDE, April 2003）で、1986年産以来の低迷である。消費者物価指数を加味した実質価格で見ると史上最低のレベルまで落ち込んでいる。

今後の国際価格の動きは1トン当たり200ドルのレベルを多少上回ることはあっても継続的に上昇することは望めない。コメ、コムギ、コーンはお互いにある程度の代替性を持っており、近年の穀物相場は全体的に低迷の様を呈している。こうした中で、一つの穀物だけが継続的に価格上昇するということはありえない。よって、食料の需給が逼迫するというようなことは異常気象が主要な農業国で連続して発生しない限りありえないであろう。

[image: image2.wmf]図２　タイのコメ輸出月別価格（１００％Ｂ）
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ソース：米国農務省(USDA): Rice Situation and Outlook Yearbook, ERS, RCS-2002, November 2002, pp.70-75.

                                       Rice Situation and Outlook, April 2003, p.14.




[image: image3.wmf]図３  米国における主要穀物及びダイズの農家価格, 1990年−2002年
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アジアのコメ消費減退

　アジアにおけるコメの需要は今後とも減退の一途をたどりそうである。コメを主食としているアジア地域においては一般的に一人当たりのコメ消費量は1年間に100kgを越える。日本でも1960年代の初めまでは100kgを有に越えていた。年間の消費量が100kgを越える場合はお年寄りから子どもまで毎日3食の食事に毎回おコメを食べるということになる。ところが、戦後の経済発展や欧米の食生活の影響で、食事の内容が高級化し、パンなどの小麦粉製品や畜産物の需要が増大してきた。こうなると、コメを主体とする東洋食のスタイルは徐々に影を薄めていくことになり、コメの消費量は減少することとなった。

　日本のコメ消費量の減少は広く知られているところであるが、食生活の高級化の影響で一人当たりのコメ消費量が減少しているのは日本だけではない。その減少が特に著しいのが台湾である。台湾の一人当たりコメ消費量は1960年代の初めは160kgのレベルであった。これはアジア諸国の中でもきわめて高く、日本の当時の120kgのレベルを大きく上回っていた（図4）。ところが、この台湾の消費量は2000年代にはちょうど50kgのレベルまでに減り、なんとこの40年間に3分の1に減少した。それでもまだ下げ止まってはいない。(「一人当たりのコメ消費量」はその国のコメの全消費量（加工、えさ米を含む）を人口で割ったものである)。

これに比べると2002年における日本の71kgはこれまでの減少スピードがまだ緩やかであるということになるが、日本でもまだ下げ止まってはおらず、今後の減少の見通しとしては、長期的には台湾のレベルまで到達しても決して不思議ではない。食事の内容が極めて類似している韓国でも同じ傾向がうかがえる。韓国では1970年代のコメ増産と共に一人当たりの消費量も増大はしたが、その後は経済発展と共に良質米嗜好が表れ、一人当たり消費量では着実に減少の傾向をたどっている。2002年においてはまだ100kgを上回っているが、今後も減少の基調は変わらないであろう。

[image: image4.wmf]図４　日本、韓国、中国、台湾、タイ、マレーシア及びインドにおける1人当たりコメの消費量の推移�
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中国でも減少

　コメ消費の減少で注目したいのが中国である。人口13億を抱える中国でも近年では同じ傾向がみられる。一人当たり消費量は1990年代の初頭まで漸増してきたが、ここ10年間ははっきりとした減少の傾向が表れている。数値でみると1991年の110kgをピークに減少しており、2002年にはピークの時期より3.6%低い106kgとなっている。平均してこの10年間に1年当たり0.4kgほどの減少ということであるが、より詳しくみると1990年代前半の年0.2～0.3kgの減少に対し2000年代は0.5kgへとその減少のスピードを速めている。価格の動きからみても2000年前後のほうが価格が低迷しているので、価格の低迷は消費の増大には余り貢献していないということになる。

　中国の一人当たり消費量の減少量が年間0.5kgであるということは、ほぼ0.5%の減少率ということになる。しかもこの減少率が増加の傾向にあるわけである。一方、中国の人口の増加率は2002年で約0.6%余である。しかも、この人口増加率が今後減少していき、中国の人口は2020年代初頭でピークを迎えその後は減少の見通しである。こうしてみると、中国のコメの国内消費量はあと10年もしないうちに減少し始めることになる。ちなみに2001年の中国のコメ消費量は1億3､458万ﾄﾝで、前年に比べわずかに0.17%の増大である。

1年間にこの巨大な国、中国で一人当たりの消費量が1kg減少するということは130万トンが余るという計算になる。この傾向では、年間に1kgの減少を見るのもそう遠くはない。ここで、中国とは食事の内容がかなり似ている台湾にもう一度目を向けたい。台湾の一人当たり消費量が過去40年間に160kgから50kgへと110kg減少したということは年間の平均減少率が2.7%ということになる。これは日本の減少率が同じ時期に1.3%であったことから見ると、日本の2倍のスピードで減少していったことになる。中国がそのような速いスピードでコメの一人当たり消費量が減少することはないであろうが、日本でみられたほどのスピードで減少することはこれまでの傾向からみてあり得るであろう。

中国の一人当たりコメ消費量が仮に年間1%の率で減少するとなると、2020年の中国の一人当たりコメ消費量は約87kgとなる。その頃の人口はちょうど14億人と予測されているので、総消費量は1億2,100万トンへと現在より1千数百万トン減少することになる。前述のように、このような一人当たりのコメ消費の減少傾向は、アジアでは多くの国で発生しており、人口大国のインド、バングラデシュ、インドネシア、などでもその勢いが今後増してくる可能性がある。そうなると、アジア全体のコメ消費量が減少することになりかねない。

畜産物の消費拡大

畜産物の消費拡大はアジア各国で見られる。図5及び6は日本を含むアジアの主要5カ国における過去40年間余りの豚肉とブロイラーの一人当たり消費量をみたものである。台湾における豚肉の一人当たり消費量は80年代に30kg前後から40kg前後へと一気に増加し、その後も漸増の状況である。一方、中国はこの30年間近くで5倍に延び、現在では34kgという高いレベルに達している。韓国も70年代後半に増加し始め、2002年ではほぼ25kgに達している。日本も80年代に15kgのレベルを超えてからは微増といったところであるが、増加の傾向を保っている。タイでは他の4カ国に比べ豚肉の消費量は少ないが、80年代後半からは着実な伸びを示している。

ブロイラー(鶏肉)の消費量も豚肉ほどではないが、似た傾向が見られる。台湾ではここ5年間は28kg前後で停滞しているが、それまでの伸びは著しい。日本は過去8年間は14kgレベルで停滞しているが、中国は2002年に日本に追いついている。

[image: image5.wmf]図５　日本、韓国、中国、台湾及びタイにおける1人当たり豚肉の消費量の推移�
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[image: image6.wmf]図６　日本、韓国、中国、台湾及びタイにおける1人当たりブロイラーの消費量の推移�
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このように、コメ消費量の減少と畜産物消費量の増大とはコメを主食としてきたアジアの国々では実によくマッチしており、中国を始めとする中進経済諸国はこの勢いで今後も進むであろうし、他の後発の諸国でもいずれは中国やタイの後を追うであろう。このままではアジア地域の経済発展はあっても、コメ消費の増大のシナリオを描くのは困難である。

アジアの食料安全保障のカギは生産ではなく消費

このままで、アジア地域の食料安全保障は確保されるのであろうか？否、アジアのコメ需要が減退する中で、アジアのコメ増産の可能性はいたるところで残されている。市場価格さえ上昇すれば生産が採算ラインに合い、増産が可能となる。（1999年までの6年間にわたるアジアのコメ増産は比較的高かった国際相場に強く反応している。）ただ、アジア地域では広域に渡る平坦な地域は多くない。よって、コメの生産コストにおいては北南米地域より相対的に不利である、と考えなければならない。また、アフリカ地域でもコメの増産が考えられており、アジア地域が経済状態でも進んでいる状況からみれば、コメ生産に対する機会費用はアフリカ地域よりアジア地域が高いと見なければならない。アジアにおいては“田んぼがあるから田植えをする”、という時代はもう過ぎ去りつつある。アジアの稲作農家は採算に合わなければ休田か他の作物に切り替える。2000年から3年連続の稲の生産面積の減少がそれを如実に物語っている。

アジアにおける食料安全保障の問題ではアジアが食料をどのように確保するかということよりも、むしろコメ消費減退から来るアジアの農業危機をどう克服すべきかに重要性はあるのではないだろうか？アジアにも飢餓に直面している人々も一部には存在するが、コメ消費減退というアジアの大きな流れを何とかしなければならない。アジアの農業は稲作に代表されるといっていいだろう。その稲作が危機に瀕しているのである。それも、需要の減退から来る危機である。アジアが歴史的文化的に特技としてきた稲作が成り立たなくなる、という現象である。「コメは儲からない」という状況がアジアで一般化しつつある。これはアジアにおいては「農業では食って行けない」という状況が広がりつつあることを意味している。中国では10年以上も前からこうした状況があり、コメの生産面積は1990年の3,300万haから2002年には2,800万haへと減少している。前述のように今後は消費量そのものが減少するため、生産面積はこれからも減少の一途をたどるであろう。こうした状況がアジア全域に広がる。これはアジアの農業が徐々に衰退していくということである。よもや、コメの国際価格が上昇することは期待できない。アジアのコメ需要が減退している中では、ある地域で多少の不足が生じてもすぐにどこからか充足される。一瞬の上昇はあっても、長期的には低迷した相場が主流となる。

また、食糧を武器として利用することは、イラクのような小国を対象に、しかも、世界が一致協力したものでない限り、決して容易ではなく、いたずらにそれをやると仕掛けた国のほうが輸出市場を失って逆に倒れてしまう恐れがある。それほどに世界における農産物の輸出競争は激化している。よって、アジアで自給しなくとも、他の地域から食料供給はまかなわれることはある程度は可能である。

要は、そのようになってアジアの農産業が他の地域（欧米･南米諸国など）に打ち負かされてもいいのか、ということである。中国はすでにダイズの輸入が1,600万トンに達している。7-8年前までは輸入はほぼ0であったことを思うと隔世の感がする。しかし、国際市場はこれに決して驚いているわけではない。ダイズの国際価格はこの10年間は値下がりの傾向さえ見せている。南米を中心に大規模なダイズの増産が展開されているからである。このままで行けば、余り大きな音を立てずして、アジアの食料供給は他の地域が担う、というシナリオがいっそう現実味を増してくることになる。

しかし、アジアの農産業が斜陽となることはそこに存在している農業関係の多くの資産もその価値を下げていくということになる。そのようなときにはその地域の非農業の産業が競争的地位を確保していない限りアジアの経済にも大きな悪影響を及ぼすであろう。やはり、アジアにとって無難な進路は農業においても国際競争をリードする立場を保っていくということではないだろうか。そのためには、アジアは稲作を抜きにしては語れない。それではアジアの稲作をどうするのか。

えさ米の開発･普及を

一つには、えさ米の開発･普及を積極的に行っていくことであろう。前述したように、アジアの地域では畜産物の消費が増大している。そして、今後もこの増大傾向は続くであろう。そうなると、コーンやダイズを中心とするアジアの飼料の輸入は増大していくことになる。日本がすでに年間1,600万トンのコーンを輸入している。韓国が900万トンの輸入。そして中国はまだ400万トンの輸入であるがこの5年余りの期間に急増している。かつ、この10年間足らずでダイズ輸入が0から1,600万トンへと急上昇していることからみても、今後は中国のコーンの輸入が増大する可能性は大きい。

そうした中、コメの多収穫品種を開発･普及し、これをえさ米として利用していくことはアジアの稲作を継続発展させるためにも重要である。多収穫品種で生産コストを下げることにより、米国産のコーンに対応できるえさ米の生産がアジア各国で可能となるのではないか。えさとしてのコメ利用は中国を始めアジアの各国で行われてはいるが、まだ少ない。世界でもまだ1千万トンのレベルである。率にして生産量のわずか2.5%である。コムギの1億トン(同12%)と比べ、極めて小さい。

日本でえさ米を生産してもコスト的には輸入のコーンに太刀打ちできないであろうが、そういう面での研究は大いに奨励されるべきであろう。そうして開発された技術がアジア各国で導入されれば、日本のアジアにおける農業貢献が可能となる。また、輸入においても積極的にえさ米を取り寄せていいはずである。そういう形でアジアのコメ消費拡大にも貢献できる。そのことがアジアの稲作を支えることにもつながっていく。

アジアの稲作も新たな姿勢で「攻め」の農産業に成長する必要がある。そのことが、アジアの農業を支えていくこと、ひいてはアジアの食料安全保障をより強固なものにしていくことにつながっていくのではないか。加えて、水田が野生動物を惹きつけ、環境保全に役立つという研究が世界各地で進められつつある。今年3月にウルグアイで開催された｢第3回国際温暖地域稲作学会｣ではそうした報告が米国や豪州などから多く発表された。連作障害のない水田稲作はそのような環境及び持続性の上で多くのメリットがあることをアジア地域として認識していきたい。
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